
劇 場 ・ 音 楽 堂 等 活 性 化 事 業 
（ 27年度予算額 ３,０００百万円） 
 28年度予算額 ３,０２７百万円 

 現在の我が国では、如何に地域のコミュニティを再生し、地域の活性化を

確保していくのかが、大きな課題。 

 我が国の文化施設の多くは、多目的利用・貸館公演が中心で、劇場・音

楽堂等としての機能の発揮が不十分。 

 実演芸術団体の活動拠点が大都市に集中、相対的に地方で多彩な実演

芸術に触れる機会が少ない。 

 社会的包摂に対応する支援の在り方が課題。 

現 

状 

と 

課 

題 

我が国の文化拠点である劇場・音楽堂等が行う、音楽、舞踊、演劇等の実演芸術の創造発信や専門的人材の養
成、普及啓発事業、劇場・音楽堂等間のネットワーク形成等に対し、総合的に支援。 

 地域の実演芸術の振興を牽引する劇場・音楽堂
等が主体となり、地域住民や団体等とともに行う実
演芸術の創造発信（公演事業）や人材養成事業、
普及啓発事業を活動単位で支援。 

 ［支援件数］：公演事業    ６７件 
                              人材養成事業 ５１件 
                              普及啓発事業 ７２件 
 ［支援内容］：事業実施に必要な経費の二分の一を 
                              上限に支援。 

 我が国の実演芸術の水準を向上させる牽引力の
あるトップレベルの劇場・音楽堂等が行う、国際水
準の実演芸術の創造発信（公演事業）や、専門的人
材の養成事業、普及啓発事業を総合的に支援。 

 ［支援内容］：事業実施に必要な経費の二分の一を 
                              上限に支援。 

 ［支援内容］：事業実施に必要な経費の二分の一を 
                              上限に支援。 

 実演芸術の創造発信力を高めることを目的として、
複数の劇場・音楽堂等が複数又は単一の実演芸術
団体等と共同して行う実演芸術の新たな創造活動
（新作、新演出、等）を支援。 

  劇場・音楽堂等相互の連携・協力を促進し、国
民がその居住する地域に関わらず等しく実演芸術
を鑑賞できるよう、実演芸術団体が企画制作する
巡回公演に対し支援。 

 ［支援内容］：巡回公演実施に必要な経費のうち、 
                               旅費及び運搬費を支援。 

我が国の実演芸術の水準向上 

全国的な劇場・音楽堂の活性化 

地域コミュニティの創造と再生 

活動別支援事業 
（支援件数：１９０件／応募件数：２２５件） 

 

共同制作支援事業 
（支援件数：４件／応募件数：６件） 

劇場・音楽堂等間 
ネットワーク構築支援事業 
（支援件数：５５件／応募件数：８３件） 

 平成２４年６月、「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」が公布・施行。 

 同法において、劇場・音楽堂等は、文化芸術の継承・創造・発信の場、

人々が共に生きる絆を形成する地域の文化拠点として規定。 

 また、劇場・音楽堂等の事業等に対する支援を行うなど、国が取り組むべ

き事項を明確にし、環境整備等を進めることが規定。 

 さらに、地域社会の絆の維持及び強化を図るとともに、共生社会の実現に

資するための事業を行うことが規定。 

特別支援事業   
（支援件数：１５件／応募件数：１７件） 

※支援件数については、平成27年度実績による。 



日本の芸術水準の向上 

・劇場・音楽堂等活性化事業 

劇場・音楽堂等への補助 

芸術団体への補助＝舞台芸術のレベルアップ 

「芸術団体への補助」と「劇場・音楽堂等への補助」の政策上の違い 

・戦略的芸術文化創造推進事業 
 

・舞台芸術創造活動活性化事業 

芸術団体への補助 

劇場・音楽堂等への補助＝地方で鑑賞できる機会の増大 

地域の特色ある文化芸術活動の活性化 

裾野の拡大 



 地域における劇場・音楽堂等の取組事例 

 

 人口約７千人の旧八雲村の中でも、過疎の進行する中山間地域に開館。 
 公立としては国内最小規模（座席数１０８席）の劇場。 
 半径３km以内に店舗がなく、宿泊施設も６km離れているという環境でありながら、 
   ３年に１度、海外から劇団を招へいして「八雲国際演劇祭」を開催。地元の小中学 
   生を含め約４００人のボランティアスタッフが運営を支える。前回(2014年)開催時 
     には５日間で延べ約１万５千人が来場。うち22.3％は県外からの参加者。 

しいの実シアター （島根県松江市）  

 
  
 西宮北口駅再開発の中核施設として開館。 
 世界的な指揮者である佐渡裕芸術監督のもと多彩な公演を実施。 
 公演入場者数は年間約５０万人。周辺の商業施設と一体となり地域に賑わいをもたら

す。 
 開館以降、西宮北口駅の1日当たり乗降客数は、2万4千人増加。（平成26年度） 
 関西の「住みたい街ランキング」では西宮北口駅が１位。  
 経済波及効果：149.1億円 雇用効果（兵庫県内）：509人（平成26年度） 
   

兵庫県立芸術文化センター （兵庫県西宮市） 

 
 

可児市文化創造センター （岐阜県可児市） 

 人口１０万人の可児市において年間約４８万人が来館。地域のにぎわい創出に貢献。 
 文化芸術を活用して、子育て支援、高齢者の生きがいづくり、多文化共生などの地域課題 
   に取り組む「まち元気プロジェクト」を展開。公民館や福祉施設で実施する年間４００回 
   以上のワークショップには延べ７千人以上の市民が参加し、コミュニティの形成に寄与。 
 県立高校において自己表現力とコミュニケーション能力の養成を目的に演劇手法を活用し 
   たワークショップを実施。中途退学者が約３分の１となり、新入生の定員割れも解消。 
 経済波及効果：12.2億円 （平成25年度）       



補助金額別採択事業件数の分布(平成２７年度実績額) 

採択件数 補助の割合 上限額 

特別支援事業 15件 補助対象経費の２分の１以内、かつ事業費から入場料収入とその他収入を除いた額の範囲内 7,000万円 

共同制作支援事業 4件 補助対象経費の２分の１以内、かつ事業費から入場料収入とその他収入を除いた額の範囲内 - 

活動別支援事業 190件 補助対象経費の２分の１以内、かつ事業費から入場料収入とその他収入を除いた額の範囲内 5,000万円 

ネットワーク構築支援事業 55件 旅費・運搬費の全額 - 

計 264件 

単位当たりコスト：10.3百万円 
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(百万円) 特別支援事業 

共同制作支援事業 

活動別支援事業 

ネットワーク構築支援事業 



採択事業の事業費に対する収入の内訳（平成２７年度実績額） 

■特別支援事業採択館の例 

 （公演・人材育成・普及啓発事業費総額） 

■共同制作支援事業の例 
 （５館共同事業） 

■活動別支援事業採択館の例 

 （人材養成事業費） 

（単位：千円） 

入場料収入, 
47,500 , 28% 

その他収入, 
2,669 , 2% 

補助事業者

負担金, 

48,400 , 29% 

文化庁補助

金, 69,846 , 

41% 

入場料・受

講料等収

入, 1,166 , 
8% 

その他収

入, 5,000 , 
35% 

補助事業者

負担金, 

2,730 , 19% 

文化庁補助

金, 5,472 , 

38% 

入場料収入, 
39,352 , 22% 

その他収入, 
2,200 , 1% 

補助事業者

負担金, 

67,184 , 38% 

文化庁補助

金, 69,846 , 

39% 

入場料・受講

料等収入, 
1,116 , 8% 

その他収入, 
5,000 , 36% 

補助事業者負

担金, 2,468 , 

17% 

文化庁補助

金, 5,472 , 39% 

【実績時：193,498千円】 

【申請時：207,776千円】 【申請時：178,582千円】 

【実績時：168,415千円】 

【申請時：14,056千円】 

【実績時：14,368千円】 

入場料収入, 
64,227 , 31% 

その他収入, 
13,895 , 7% 

補助事業者

負担金, 

66,654 , 32% 

文化庁補助

金, 63,000 , 

30% 

入場料収

入, 73,031 , 
38% 

その他収入, 
22,565 , 

12% 

補助事業者

負担金, 

34,902 , 
18% 

文化庁補助

金, 63,000 , 

32% 



事業区分 補助対象事業者 補助の割合 上限額 補助対象経費 審査の視点 

特別支援事業 

①劇場・音楽堂等を設置する
地方公共団体又は法人 

②劇場・音楽堂等を運営する
地方公共団体又は法人 

補助対象経費
の２分の１以内、 

かつ事業費から
入場料収入とそ
の他収入を除い
た額の範囲内 

7,000万円 

・出演費 
・音楽費 
 （作曲料、編曲料等） 
・文芸費 
 （演出料、脚本料等） 
・舞台費 
・運搬費 
・会場費 
・旅費 
・謝金 
・宣伝費 

①劇場・音楽堂等の組織・体制 
 （優れた芸術監督の配置等） 
②現在の取組状況（実績） 
 （我が国の実演芸術の振興への貢献等） 
③応募事業の企画内容 

 （創造性、企画性等の観点から優れた質
が確保された企画となっているか等） 

共同制作支援事業 

①劇場・音楽堂等を設置する
地方公共団体又は法人 

②劇場・音楽堂等を運営する
地方公共団体又は法人 

③実演芸術団体 

― 

①公演計画について 

 （新演出、新振付等、意欲的な内容の公
演であるか等） 

②劇場・音楽堂等、実演芸術団体について 

 （共同制作の役割分担の明確性、スタッ
フ・キャスト等の専門性等） 

活動別支援事業 

①劇場・音楽堂等を設置する
地方公共団体又は法人 

②劇場・音楽堂等を運営する
地方公共団体又は法人 
③実行委員会 

5,000万円 

①劇場・音楽堂等の組織・体制 
 （専門的人材の確保の状況等） 
②現在の取組状況（実績） 
 （地域の実演芸術の振興への貢献等） 
③応募事業の企画内容 
 （地域の実状を踏まえた企画であるか等） 

ネットワーク 

構築支援事業 

①劇場・音楽堂等を設置する
地方公共団体又は法人 

②劇場・音楽堂等を運営する
地方公共団体又は法人 

③実演芸術団体 

補助対象経費
の合計額の範
囲内 

― 
・運搬費 

・旅費 

①巡回公演の実施計画について 

 （地域にかかわらず等しく実演芸術を鑑賞
する機会を提供できるか等） 

②劇場・音楽堂等、実演芸術団体について 

 （巡回公演を実施しうる団体であるか等） 

交付要綱と応募要領の概要 



平成２７年度「劇場・音楽堂等活性化事業」業務委託　　受託業者の業務内容及び業務量

区分 文　化　庁 受　託　業　者

・公募内容の決定 ・各種提出書類の受領

・補助事業者の執行体制の確認 ・必須記入項目の確認

・審査会の実施 ・交付要望書の調製

・補助事業者及び補助額の決定 ・採否結果書等の発送

・事業の実施確認 ・支出明細一覧と証憑書類の突合

・補助額の確定 ・ウェブサイトの管理・運営

・補助金の支払い ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

実績報告書
（平成26年度採択
事業分）

・支出明細一覧と収支決算報告書及び補助対象経費の確認
・事業の実施確認

・補助事業者から送付された実績報告書の受領及び必須記入
項目の確認　等

補助額の確定
（平成26年度採択
事業分）

・補助額の確定
・補助金の支払い

補助金交付申請書 ・事業内容の確認
・補助事業者から送付された交付申請書の受領及び必須記入
項目の確認　等

補助金交付決定 ・補助金の交付決定

中止・変更承認申
請書

・事業内容及び採択額を超過した申請ではないかの確認　等
・中止・変更の承認

・補助事業者から送付された中止・変更承認申請書の受領及び
必須記入項目の確認　等

実績報告書
（平成27年度採択
事業分）

・支出明細一覧と収支決算報告書及び補助対象経費の確認
（中間報告を含む）
・事業の実施確認

・補助事業者から送付された実績報告書の受領及び必須記入
項目の確認（中間報告を含む）　等

補助額の確定
（平成27年度採択
事業分）

・補助額の確定
・補助金の支払い

ウェブサイトによる
情報発信

・掲載内容の検討
・デザインの提案
・本事業専用ウェブサイトの開設及び情報発信

公募
・公募内容の決定
・応募要領の作成及び要望書様式の検討

・応募要領を本事業専用ウェブサイトへ掲載及びメールによる
周知

補助金交付要望書
・補助上限額の超過及び他の補助事業との重複申請がないか
等の確認
・補助事業者の執行体制の確認

・全国の劇場・音楽堂等から提出された交付要望書の受領及び
必須記入項目の確認　等

有識者による審査
会開催業務等

・有識者による審査会開催準備（日程調整、有識者へ出席確
認）
・審査会の実施
・審査結果のとりまとめ

・審査会開催業務補助

採否決定
・審査の結果を基に採否決定
・採否結果書及び採択決定通知の作成

・採否結果書及び採択決定通知の発送

その他 ・受託業者が受けた判断がつかない問合せに対して随時対応
・各種業務に関する補助事業者からの問合せに対して、電話又
はメールにて随時対応（判断がつかない際は、文化庁へ確認）

役割

補助事業者自身の
自己点検の実施

・自己点検書の様式検討・作成
・事業検討のための資料として利用

・補助事業者へ様式の発送
・補助事業者から自己点検書の受領
・集計及びとりまとめ

確認 

定められた様式が提出されているか、記入漏れがないかの確認、必要に応じて補助事業者へ修正の依頼、補助事業者毎における動

向や比較を行う  件数：１６５館（1件あたり、平均２５ページ） 

当該年度内に採否結果書（３６４件）を発送し、予算成立後に採択決定通知

（２９５件）を発送 

定められた様式が提出されているか、記入漏れがないかの確認、支出明細一覧と証憑書類の突合、前年度に提出された交付申請書

との突合、必要に応じて補助事業者へ修正の依頼  確認件数：１６３件（１件あたり、平均３０ページ） 証憑書類：１件あたり10cmキン

グファイル１～２冊  

掲載依頼 

修正確認 

修正確認 

修正確認 

修正確認 

定められた様式が提出されているか、記入漏れがないかの確認、採択額と申請額の突合、必要に応じて補助事業者へ修正の

依頼  確認件数：２６４件（１件あたり、平均３０ページ） 

本事業の目的、事業メニュー毎の採択一覧、採択事業に関する公演情報の掲載、補助事業者のホームページへのリンク及びQ&Aの掲載 等 

交付要望書（10cmキングファイル6冊／1人）の調製・発送 

（有識者数：１１名、文化庁職員：６名 計１７名分の印刷・発送） 

平成２６年度採択事業 

修正確認 
定められた様式が提出されているか、記入漏れがないかの確認、支出明細一覧と証憑書類の突

合、提出された交付申請書との突合、必要に応じて補助事業者へ修正の依頼  確認件数：５６

件（１件あたり、平均３０ページ） 証憑書類：１件あたり10cmキングファイル１～２冊  

定められた様式が提出されているか、記入漏れがないかの確認、必要に応じて補助事業者へ修

正の依頼  確認件数：３６４件（１件あたり平均５０ページ） 

応募要領及び要望書様式の掲載 

資料提出 

業務指示 

定められた様式が提出されているか、記入漏れがないかの確認、必要に応じて補助事業者へ修正の依頼  確認件数：５４件 

平成２７年度採択事業 

平成２８年度採択事業 

  提出 

送付依頼 

  報告 

  提出 

  提出 

  提出 

  提出 

送付依頼 

  提出 

掲載依頼 

回答 


